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１．連結決算概要１．連結決算概要
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住友軽金属工業（アルミ板）

住軽商昆山

アルミセンター

ＳＫｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

スミケイ運輸
（運輸・構内会社）

住軽テクノ
（アルミ押出）

ＳＬＭＡ
（アルミ製錬）

住軽アルミ箔
（アルミ箔）

住軽伸銅
住軽商事ナルコ岩井

ＳＫＣアメリカ

住軽テクノ名古屋 東洋ﾌｲﾂﾃﾝｸﾞ

ｽﾐｹｲ銅管販売

住軽ﾏﾚｰｼｱ

住軽広州

住軽テクノ群馬

住軽テクノ恵那

住軽テクノチェコ

住軽テクノタイ

住軽商タイ

上海住軽商

住軽商大連

泉メタル

岩井アメリカ

岩井メキシコ

住軽ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

アルミ圧延品 伸銅品 加工品 営業・流通

《持分法適用会社》 ５社
TAAH・TAA
住軽日軽エンジニアリング
住軽パッケージ
住軽アルパック

アルカット

連結対象
２８社

① 連結子会社
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②当期のポイント （連結）

1. 経常利益：８８億円、当期純利益：１５億円

2. 年間配当 ３．５円/株 を実施

・秋以降の急速な世界的需要の落ち込みの影響等が大きく第4四
半期に回復基調となるも経常利益は８８億円にとどまる。

・投資有価証券評価損を４３億円計上した結果
当期純利益は１５億円となる。

・中間配当１．５円/株、期末配当２．０円/株(予定) を実施。

3. 財務体質の改善

・有利子負債を順調に削減。
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３０３０

為替レート差為替レート差

１１１１

新規連結新規連結

△△６１６１△△６２６２△△４４00

合計合計地金価格差地金価格差数量構成差数量構成差

(単位： 億円)

※売上高対前年同期増減事由

③ セグメント別売上高・営業利益 (連結)
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--
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511511
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123123

△△3232

99

1414

132132

営業利益営業利益

25892589

--

399399

504504

16861686

売上高売上高

00--調 整調 整

△△6161

△△1919

77

△△4949

売上高売上高

△△2626合 計合 計

00加工品・関連事業加工品・関連事業

33伸 銅 品伸 銅 品

△△2929ア ル ミ 圧 延 品ア ル ミ 圧 延 品

営業利益営業利益
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④品種別販売量推移
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△△８１．８８１．８△△６８６８１５１５８３８３当 期 純 利 益当 期 純 利 益

△△１３．７１３．７△△１４１４８８８８１０２１０２経 常 利 益経 常 利 益

△△２１．２２１．２△△２６２６９７９７１２３１２３営 業 利 益営 業 利 益

△△２．４２．４△△６１６１２５２８２５２８２５８９２５８９売 上 高売 上 高

伸率％伸率％増増 減減１２年度１２年度１１年度１１年度連連 結結

△△４３４３△△６３６３投 資 有 価 証 券 評 価 損投 資 有 価 証 券 評 価 損

－－△△９９減 損 損 失減 損 損 失

－－１２１２投 資 有 価 証 券 売 却 益投 資 有 価 証 券 売 却 益

１２年度１２年度１１年度１１年度

(単位： 億円)
⑤ 連結損益

＊特別損益内訳(主要科目)

８１８１

６９６９

△△１１１１９２９２減 価 償 却 費減 価 償 却 費

１７１７５２５２設 備 投 資設 備 投 資
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⑥アルミ・銅地金及び原油価格推移
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⑦ 連結経常損益分析

102
88

0

20

40

60

80

100

120

(億円) 102億円(11年度) →88億円(12年度)

11年度 12年度

△９

△１８ ＋８

△１２

＋６

販
売
関
係
悪
化

原
燃
料
単
価
差

持
分
法
投
資
損
益

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

棚
卸
評
価
関
係

金
利
差

＋６

そ
の
他

＋５



10

⑧ 連結B/S主要項目

００５８３５８３５８３５８３株 主 資 本株 主 資 本

７６７６２６２６△△５０５０
その他のその他の
包括利益累計額他包括利益累計額他

△△３８３８３１８４３１８４３２２２３２２２総総 資資 産産

２．６％２．６％１９．１％１９．１％１６．５％１６．５％純 資 産 比 率純 資 産 比 率

７６７６６０９６０９５３３５３３純純 資資 産産

増増 減減1 31 3 年年 33 月 末月 末1 21 2 年年 33 月 末月 末連連 結結

△△１００１００１４４６１４４６１５４６１５４６有 利 子 負 債有 利 子 負 債

（単 位： 億円）
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⑨ 配当
<配当方針>

以下の事項を勘案しつつ配当額を決定する

安定した配当の継続実施
企業価値向上の為の投資資金確保
財務体質の強化

２０１２年度２０１２年度 年間配当年間配当
３．５円／株３．５円／株

中間配当 1.5円／株
期末配当 2.0円／株(予定)
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２．単２．単 体体 概概 要要
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① セグメント別販売量
（単 位：千㌧、 億円）

２７２２７２４１４１ △△１４１４２２２８６２８６３９３９住 軽 ﾃ ｸ ﾉ ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ住 軽 ﾃ ｸ ﾉ ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

△△４４１１－－１６５１６５－－２０６２０６－－そ の 他そ の 他

１１年度１１年度 １２年度１２年度 増増 減減

数量数量 金額金額 数量数量 金額金額
数量数量
伸率伸率%%

金額金額

ア ル ミ 板 事 業ア ル ミ 板 事 業 ３２２３２２ １１９１１１９１ ３２１３２１ １１４３１１４３ △△１１
△△0.60.6％％

△△４８４８

ア ル ミ 圧延 品計ア ル ミ 圧延 品計 －－ １３９７１３９７ －－ １３０８１３０８ －－ △△８９８９

伸 銅 品伸 銅 品 ２４２４ ２４２２４２ －－ －－ △△２４２４
△△100100.0.0％％

△△２４２２４２

合 計合 計 －－ １６３９１６３９ －－ １３０８１３０８ －－ △△３３１３３１

４３２４３２４７４７ ２１８２１８２５２５２１４２１４２２２２住 軽 伸 銅住 軽 伸 銅 (下期)

（※住軽伸銅 ２０１１年１０月分社化）

※

(上期)
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△△８７．６８７．６△△１５２１５２２１２１１７３１７３当 期 純 利 益当 期 純 利 益

△△３５．８３５．８△△２４２４４４４４６８６８経 常 利 益経 常 利 益

△△２２．９２２．９△△１９１９６４６４８３８３営 業 利 益営 業 利 益

△△２０．２２０．２△△３３１３３１１３０８１３０８１６３９１６３９売 上 高売 上 高

伸率％伸率％増増 減減１２年度１２年度１１年度１１年度

(単 位： 億円)

＊特別損益内訳(主要科目)

－－４０４０関 係 会 社 受 取 配 当 金関 係 会 社 受 取 配 当 金

１２年度１２年度１１年度１１年度

② 損益・B/S

２０．５％２０．５％
５１６５１６

１１年度１１年度

△△０．１％０．１％２０．４％２０．４％純 資 産 比 率純 資 産 比 率
１３１３５２９５２９純 資 産純 資 産

増増 減減１２年度１２年度
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３．今３．今 期期 業業 績績 予予 想想

２０１３年１０月１日に古河スカイと合併を予定。

通期業績予想、期末配当は未定とさせていただきます。
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①今期業績見通しのポイント

1. 第２四半期経常利益：４２億円
四半期純利益：２２億円

2.中間配当：２．０円/株

3.年間業績予想、期末配当は未定

・景気回復は期待されるが、需要環境は当面不透明。

・第２四半期の経常利益は４２億円、四半期純利益は２２億円にと
どまる見込み

・安定した配当を継続

・２０１３年１０月１日古河スカイと合併を予定。
通期業績予想、期末配当は未定。
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② セグメント別売上高・営業利益予想（連結）

4444

△△1616

22

1010

4848

営業利益営業利益

12501250

--

168168

275275

807807

売上高売上高

１３年度１３年度
上期予想上期予想 増減増減

１２１２年度年度
上期上期

6666

△△1616

55

1313

6464

営業利益営業利益

12891289

--

178178

279279

832832

売上高売上高

00--調 整調 整

△△3939

△△1010

△△44

△△2525

売上高売上高

△△2222合 計合 計

△△33加 工 品 ・ 関 連 事 業加 工 品 ・ 関 連 事 業

△△33伸 銅 品伸 銅 品

△△1616ア ル ミ 圧 延 品ア ル ミ 圧 延 品

営業利益営業利益

(単位： 億円)
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△△7.67.6△△２２２２２２２４２４当 期 純 利 益当 期 純 利 益

△△21.521.5△△１２１２４２４２５４５４経 常 利 益経 常 利 益

△△33.033.0△△２２２２４４４４６６６６営 業 利 益営 業 利 益

△△3.03.0△△３９３９１２５０１２５０１２８９１２８９売 上 高売 上 高

伸率％伸率％増増 減減
１３年度１３年度

上期予想上期予想

１２年度１２年度

上期実績上期実績
連結連結

７２０円７２０円/Kg/Kg

銅建値銅建値

９８円９８円//＄＄

為替為替

１０８１０８$/$/ﾊﾞﾚﾙﾊﾞﾚﾙ２４４円２４４円/Kg/Kg

原油通関価格原油通関価格ｱﾙﾐ日経市況ｱﾙﾐ日経市況

(単 位： 億円)

＊前提諸元

１１４１４１４０４０減 価 償 却 費減 価 償 却 費

△△２２３２３２３４３４設 備 投 資設 備 投 資

③連結損益予想
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④連結経常損益分析
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⑤ 配当予想

２０１３年度２０１３年度

中間配当 2.0円／株

<配当方針>
以下の事項を勘案しつつ配当額を決定する

安定した配当の継続実施
企業価値向上の為の投資資金確保
財務体質の強化
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⑥品種別販売量推移
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⑦セグメント別販売計画量

９９－－９７９７－－８８８８－－そ の 他そ の 他

１２年上期１２年上期 １３年上期予想１３年上期予想 増増 減減

数量数量 金額金額 数量数量 金額金額 数量数量
伸率伸率%%

金額金額

ア ル ミ 板ア ル ミ 板 １６６１６６ ５９７５９７ １４９１４９ ５４３５４３ △△１７１７
△△10.210.2％％

△△５４５４

ア ル ミ 圧 延 品 計ア ル ミ 圧 延 品 計 －－ ６８５６８５ －－ ６４０６４０ －－ △△４５４５

単 体 合 計単 体 合 計 －－ ６８５６８５ －－ ６４０６４０ －－ △△４５４５

(単 位：千㌧、億円)

１３８１３８２０２０１３７１３７２０２０住 軽 ﾃ ｸ ﾉ ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ住 軽 ﾃ ｸ ﾉ ｸ ﾞ ﾙ ｰ ﾌ ﾟ

２３７２３７２６２６２２６２２６２４２４住 軽 伸 銅住 軽 伸 銅
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４．第四次中期経営計画４．第四次中期経営計画
のの結果結果

（（SUMIKEISUMIKEI VISION 2012VISION 2012））
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①環境認識

グローバルな成長市場の奪い合いグローバルな成長市場の奪い合い1

新規製品分野の成長新規製品分野の成長2

ユーザー海外展開のスピードアップと方針変化ユーザー海外展開のスピードアップと方針変化3

海外メーカー、

特に中国／韓国軽圧メーカーの脅威の増大

海外メーカー、

特に中国／韓国軽圧メーカーの脅威の増大
4
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『実現のための中長期的課題』

『ありたい姿』

②中長期的課題

1 技術開発力の優位性の維持・強化（既存分野/新規製品分野）

2 品質・納期・技術サービス等による海外メーカーとの差別化

3 海外展開ユーザーへのグローバルな供給体制構築
(ローカルメーカーにも供給可能な競争力を確保した供給体制)

4 上記を含めた持続的成長投資が可能な安定的収益構造と
財務体質の実現

お客様にとっての へベスト・グローバル・パートナーベスト・グローバル・パートナー
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4 コーポレートガバナンス、
コンプライアンス体制の強化

5 復配の早期実現

3 技術開発力の更なる強化

2 成長戦略のビルトイン

1 コスト構造改革と財務体質の早急な改善

「守り」と「攻め」の両立へ

③ 基本方針
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184184

139139

4545

17%17%

1,5461,546

4%4%

102102

123123

2,5892,589

20112011年度年度
実績実績

45453939575792928282一般投資一般投資

24241212－－－－－－戦略投資戦略投資

6969

19%19%

1,4461,446

3%3%

8888

9797

2,5282,528

20120122年度年度
実績実績

5151

1212%%

1,1,652652

55%%

115115

156156

2,5952,595

20102010年度年度
実績実績

5757

9%9%

1,791,7922

2%2%

3030

5522

2,3352,335

20092009年度年度
実績実績

20072007年度年度
実績実績

20082008年度年度
実績実績

20122012年度年度

中計目標中計目標

売上高売上高 3,2763,276 2,7822,782 2,6002,600

営業利益営業利益 180180 △△7777 190190

経常利益経常利益 133133 △△143143 150150

ROAROA 5%5% △△22%% 7%7%

有利子負債有利子負債 1,9661,966 2,0582,058 1,4501,450

純資産比率純資産比率 15%15% 6%6% 20%20%

計計 8282 9292 225050/3/3年間年間

単位：億円

④数値目標と実績

連結

第4次中期計画
「SV12」開始

第4次中期計画
「SV12」開始

3年間304億円 （リースを含む）
※内110億円は公募増資により調達
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⑤ 連結経常損益分析
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※成長戦略投資による買収に伴う利益増加
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⑥ 有利子負債削減分析 - Ⅰ
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3,137億円（1999年度） →1,446億円（2012年度）

1,691億円の削減

671

418

Ｔ
Ａ
Ａ
取
得

⑦ 有利子負債削減分析 -Ⅱ
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⑧ コスト構造改革

◈ 加工品事業再編
2009年10月 （新）日本アルミグループスタート
2012年7月 ナルコ岩井設立

◈ 押出素材/部材事業再編
2010年4月 住軽テクノグループスタート

◈ 伸銅事業の再編
2011年10月 住軽伸銅分社化
2012年4月 アルミセンター銅事業の

スミケイ銅管販売への譲渡

◈ 自動車熱交部材販売・加工子会社の再編
2012年4月 SKスリッティングの

SKコーポレーションへの合併

◈大幅な在庫削減等
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【成長分野への注力】
◘自動車向け素材及び加工品 (エコカー関連部材)
◘IT用アルミ部材 ① リチウムイオン電池、キャパシタなど

② パソコン、タブレットPC、スマートフォン
◘エアコン用オールアルミ熱交

⑨ 成長戦略の遂行

【海外投資】
◘北米缶材拠点 (TAA) 取得 (2011.8)
◘住軽テクノチェコ 第2期増設工事(2010.1)
◘住軽テクノタイ 生産開始(2011.4) 設備増設（2012.9）
◘住軽商昆山 板加工設備増設(2011.8)
◘上海営業拠点開設(2011.5) 、 タイ営業拠点開設（2013.4）

【国内投資】
◘新冷間圧延機設置（2010.1）
◘リチウムイオン電池箔用スリッター増設(1台目2010.7/2台目2011.7)
◘ＳＫコーポレーション買収（2011.4）
◘日立電線の銅管事業撤退に伴う設備購入（2012.3）
◘アルカット買収（2012.7）、アルミセンターとの合併（2013.4）
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板部門 押出部門 伸銅部門

加工部門 流通部門（住軽商事グループ） 製錬部門
事業部門

⑩ グローバル供給体制

住軽マレーシア

マレーシア

岩井インドネシア

インドネシア

住軽テクノチェコ

住軽商チェコ

チェコ

SLMA
オーストラリア

上海住軽商

住軽商香港

住軽商大連

中国

住軽広州

住軽商昆山

住友軽金属（上海）

アメリカ／メキシコ

岩井アメリカ／メキシコ

ＳＫＣアメリカ

ＴＡＡ／ＴＡＡＨ

NALCO

住軽商タイ

タイ

住軽テクノタイ

住軽タイ
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⑪ 経常利益と有利子負債

第3次中期計画
「2010計画」

第3次中期計画
「2010計画」第2次中期計画第2次中期計画第1次中期計画第1次中期計画

第4次中期計画
「SV12」

第4次中期計画
「SV12」

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ
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５．５．古河スカイとの経営統合古河スカイとの経営統合
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① 統合の概要

■■統合概要統合概要

《対等の精神に基づく経営統合》

代表取締役会長代表取締役会長 CEOCEO 山内重德山内重德 ((現現 住友軽金属工業社長住友軽金属工業社長))

代表取締役社長代表取締役社長 CEOCEO 岡田満岡田満 ((現現 古河スカイ社長古河スカイ社長))

代表者代表者

古河スカイ＝古河スカイ＝11

住友軽金属工業＝住友軽金属工業＝0.3460.346

（住友軽金属工業（住友軽金属工業11株に古河スカイ株に古河スカイ0.3460.346株を割当）株を割当）

合併比率合併比率

20132013年年1010月月11日（予定）日（予定）
合併効力発生日合併効力発生日

（統合期日）（統合期日）

東京都千代田区大手町一丁目７番２号東京サンケイビル東京都千代田区大手町一丁目７番２号東京サンケイビル統合新会社の統合新会社の本店所在地本店所在地

統合新会社のロゴマーク統合新会社のロゴマーク

株式会社ＵＡＣＪ株式会社ＵＡＣＪ

（英文社名：ＵＡＣＪ（英文社名：ＵＡＣＪ CorporationCorporation））

統合新会社の統合新会社の商号商号
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② 統合の進捗状況

公正取引委員会公正取引委員会 第第22次審査終了次審査終了

((合併の認可合併の認可))
20132013年年22月月2121日日

合併（予定）合併（予定）20132013年年1010月月11日日

両社、定時株主総会にて合併決議（予定）両社、定時株主総会にて合併決議（予定）20132013年年66月月

合併契約締結合併契約締結20132013年年44月月2626日日

公正取引委員会公正取引委員会 第第11次審査終了次審査終了20122012年年99月月2828日日

統合基本合意書の締結統合基本合意書の締結20122012年年88月月2929日日

■■ 統合統合の進捗状況の進捗状況およびおよび今後のスケジュール今後のスケジュール
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統合効果の早期創出

生産能力 １００万トン超、世界第３位に
グローバルに展開する生産拠点ネットワークを獲得

世界的な競争力を持つ「アルミ圧延メジャー会社へ」世界的な競争力を持つ「アルミ圧延メジャー会社へ」

③③ 統合の効果

効率的かつ
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④④ 経営統合の目標経営統合の目標

企業価値の向上
新規成長分野・成長市場での積極的なグローバル展開

世界的な競争力を持つアルミニウムメジャー会社

両社の全従業員・グループ会社・協力会社の総力を結集

グローバルな
市場でも戦える
コスト競争力

技術力・開発力・
品質対応力の相乗

効果による顧客
ニーズへの対応力

最高品質の製品を
グローバルに供給
出来る体制の構築

全員参加の
現場力・改善力
（日本的な強み）
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地域的広がりの獲得、点から面への展開、グローバル供給体制の確立

⑤ グローバル展開 -Ⅰ

加速化する経営統合後のグローバル体制＜主な供給拠点＞

■■住軽ﾃｸﾉﾁｪｺ住軽ﾃｸﾉﾁｪｺ
FSATFSAT
((天津天津))

■■住軽ﾃｸﾉﾀｲ住軽ﾃｸﾉﾀｲ

FIA(FIA(ｲﾝﾄﾞﾈｼｱｲﾝﾄﾞﾈｼｱ))

■■住軽住軽ﾃｸﾉ名古屋ﾃｸﾉ名古屋
・名古屋製作所・名古屋製作所
・安城製作所・安城製作所

■■住軽住軽ﾃｸﾉ群馬ﾃｸﾉ群馬
■■住軽住軽ﾃｸﾉ恵那ﾃｸﾉ恵那

小山工場小山工場
古河ｽｶｲ滋賀古河ｽｶｲ滋賀

押
出
事
業

押
出
事
業

■■住軽商昆山住軽商昆山

乳源乳源

中国中国

■■名古屋製造所名古屋製造所
■■住軽アルミ箔住軽アルミ箔

福井工場福井工場
深谷工場深谷工場
日光工場日光工場
日本製箔日本製箔

日本日本

■■住軽タイ住軽タイ

タイ新工場タイ新工場

東南アジア東南アジア

TAATAA
両社関連会社から両社関連会社から

連結子会社へ連結子会社へ

BALBAL

AFSELAFSEL

板
事
業

板
事
業

アメリカアメリカ欧州欧州

■住友軽金属拠点
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地域的広がりの獲得、点から面への展開、グローバル供給体制の確立

⑥ グローバル展開 - Ⅱ
加速化する経営統合後のグローバル体制＜主な供給拠点＞

■■岩井ｱﾒﾘｶ岩井ｱﾒﾘｶ

//ﾒｷｼｺﾒｷｼｺ

PennTecQPennTecQ

FSFSWAWA((無錫無錫))■■NALCONALCO
■■岩井ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ岩井ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

■■ﾅﾙｺ岩井ﾅﾙｺ岩井
・滋賀製作所・滋賀製作所
・成田工場・成田工場
・平塚工場・平塚工場

■■住軽住軽ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
ﾆｯｹｲ加工ﾆｯｹｲ加工

加
工
品
事
業

加
工
品
事
業

■■住軽広州住軽広州

中国中国

鋳鍛工場鋳鍛工場

■■住軽住軽伸銅伸銅
■■東洋ﾌｲﾂﾃﾝｸﾞ東洋ﾌｲﾂﾃﾝｸﾞ

日本日本

FFSVSV((ﾍﾞﾄﾅﾑﾍﾞﾄﾅﾑ))

■■住軽ﾏﾚｰｼｱ住軽ﾏﾚｰｼｱ

東南アジア東南アジア

鋳
鍛
事
業

鋳
鍛
事
業

伸
銅
品
事
業

伸
銅
品
事
業

アメリカアメリカ欧州欧州

■住友軽金属拠点
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（参考資料）

需要分野別販売概要
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本資料は、金融商品取引法上のディスクロージャー資料ではなく、その本資料は、金融商品取引法上のディスクロージャー資料ではなく、その

情報の正確性・完全性を保証するものではありません。情報の正確性・完全性を保証するものではありません。

本資料の中には、弊社の予想・確信・期待・意向及び戦略など、本資料の中には、弊社の予想・確信・期待・意向及び戦略など、

将来の予測に関する内容が含まれております。これらは、弊社が説明将来の予測に関する内容が含まれております。これらは、弊社が説明

会の時点で入手可能な情報による判断及び仮定に基づいて作成され会の時点で入手可能な情報による判断及び仮定に基づいて作成され

ており、判断や仮定に内在する不確定性及び今後の事業運営や内外ており、判断や仮定に内在する不確定性及び今後の事業運営や内外

の状況変化による変動可能性など様々な要因によって、実際生じる結の状況変化による変動可能性など様々な要因によって、実際生じる結

果が予測内容とは実質的に異なってしまう可能性があります。弊社は、果が予測内容とは実質的に異なってしまう可能性があります。弊社は、

将来予測に関する如何なる内容に将来予測に関する如何なる内容に ついても、改訂する義務を負うもついても、改訂する義務を負うも

のではありません。のではありません。

本本資料に関する著作権・商標権その他全ての知的財産権は、資料に関する著作権・商標権その他全ての知的財産権は、

当社に帰属します。当社に帰属します。

将来見通しに関する注意事項将来見通しに関する注意事項


